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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

過
疎
地
域
集
落 

 

過疎地域

集落再編

整備事業

（ 過疎地

域持続的

発展支援

交付金）  

 

市
町
村 

 

 

１  定住促進団地整備事 

 業 

  過疎市町村が実施す

る 基幹的な集落等に住

宅団地を造成する 事業

に対し て補助 

 

２  定住促進空き 家活用 

事業 

  過疎市町村内に点在

する 空き 家を有効活用

し 、 過疎市町村が実施

する 住宅整備に対し て

補助 

 

３  集落等移転事業 

  基幹的条件が著し く

低下し た集落又は孤立

散在する 住居の基幹的

な集落等への移転事業

に対し て補助 

 

４  季節居住団地整備事 

 業 

 交通条件が悪く 、 公

共サービ ス の確保が

困難な 地域にあ る 住

居を対象にし た、 冬期

間な ど 季節居住等の

た めの団地形成事業

に対し て補助 

 

国直 

 

対象経費

の 1/2 以

内 

 

 

 

過疎対策

事業 

<充当率> 

100％ 

（ 集落再

編整備の

ための住

宅の場合

は 

<充当率> 

75％）  

 

元利償還

金の 70％

を基準財

政需要額

に算入 

 

ポスト コ ロ ナ社会を見据え、都市部から 過疎地域への移住を推進 

する と と も に、 過疎地域における 定住を促進する ため、 定住促進団

地の整備や空き 家を活用し た住宅整備等を支援する 。  

 

＜交付対象団体＞ 

過疎地域を有する 市町村 

 

＜対象地域の限度額＞ 

91, 000 千円 

１  定住促進団地整備事業 

3, 877 千円×戸数 

２  定住促進空き 家活用事業 

4, 000 千円×戸数 

 

＜対象事業＞ 

 １  定住促進団地整備事業 

 ２  定住促進空き 家活用事業 

 ３  集落等移転事業 

４  季節居住団地整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過疎地域持

続的発展支

援交付金交

付要綱 

 

 

市町村

課地域

振興室 

 

過
疎
地
域
遊
休
施
設 

 

過疎地域

遊休施設

再整備事

業 

（ 過疎地

域持続的

発展支援

交付金）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

過疎地域に数多く 存在し

ている 廃校舎や使用さ れ

ていない家屋等の遊休施

設を 有効活用し 、 地域振

興、 地域課題解決に資す

る 施設や都市住民等と の

地域間交流を 促進する た

めの農林漁業等体験施

設、 生産加工施設、 地域

芸能・ 文化体験施設等の

整備事業に対する 補助 

 

 

国直 

 

対象経費

の 1/3 以

内 

 

 

 

過疎対策

事業 

<充当率> 

100％ 

 

元利償還

金の 70％

を基準財

政需要額

に算入 

 

過疎地域内の遊休施設を有効活用し 、 地域間交流促進や地域振興

に資する 施設へ再整備する 取組を支援する 。  

 

＜交付対象団体＞ 

過疎地域を有する 市町村 

構成市町村の 1/2 以上が上記市町村である 一部事務組合等 

 

＜対象経費の限度額＞ 

60, 000 千円 

 

＜対象事業＞ 

次の要件を満たす事業であって、 過疎地域持続的発展市町村計画

において原則と し て当該年度に実施する も のと し て定めら れた事業 

１  現在使用さ れていない家屋、 廃校舎、 その他本来の用途を廃

止し た施設等遊休施設を有効活用する も のである こ と 。  

２  都市部等と の人・ 文化・ 情報等によ る 地域間交流を図る も の

であり 、 交流を図る 上で、 都市部等と の連携が図ら れている も

の。 又は、 地域の振興に資する も のである こ と 。  

３  一体的なコ ンセプト によ って地域に所在する 既存の施設と の

調和が図ら れ、 ま たそのよ う な施設と 連携し て交流事業等を推

進する も のである こ と 。  

４  自然環境や街並み景観に配慮し たも のである こ と 。  

５  文化、歴史等の地域の特性・ 魅力を生かし たも のである こ と 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過疎地域持

続的発展支

援交付金交

付要綱 

 

 

市町村

課地域

振興室 
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施
設
名 

 

 

事 業 名 

事

業

主

体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

移
動
通
信
用
鉄
塔
施
設 

 

無線シス

テム普及

支援事業 

（ 携帯電

話等エリ

ア整備事

業）  

市
町
村 

 

携帯電話等の無線通信を

利用する こ と が困難な地

域の解消を図る ため、 当

該無線通信の業務の用に

供する 無線局の無線通信

用施設及び設備を設置す

る 事業、 無線局の開設に

必要な伝送用専用線を設

置する 事業又は高度化無

線通信に必要な無線通信

用施設及び設備を設置す

る 事業に対する 補助 

 

 

国間 

 

補助率は

事業の区

分によ り

異なる 。  

（ 説明欄

参照）  

 

県複 

 

三河山間

部におい

て実施さ

れる 事業

について

予算の範

囲内で補

助 

 

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

 

 

 

 

＜対象地域＞ 

 過疎地域、 辺地、 離島、 山村、 特定農山村 

 

＜対象事業＞ 

 ア 基地局施設整備事業 

   圏外解消のため、 携帯電話等の基地局施設を設置する 事業 

 イ  伝送路施設設置事業 

   圏外解消のため、 携帯電話等の基地局施設に必要な伝送路を

設置する 事業 

 ウ  高度化施設整備事業 

   3Ｇ・ 4Ｇ を利用でき る エリ アで高度化無線通信を行う ため、5

Ｇ 等の携帯電話の基地局を設置する 事業 

 

＜国庫補助率＞ 

区分 国庫補助率 

基地局

施設整

備事業 

無線通信事業者が複数社参

画し 事業を実施する 場合 

補助対象経費の 2/3  

（ 離島の場合 3/4）  

無線通信事業者が１ 社参画

し 事業を実施する 場合 

補助対象経費の 1/2 

（ 離島の場合 3/5）  

高度化

施設整

備事業 

無線通信事業者が複数社参

画し 事業を実施する 場合 

補助対象経費の 2/3 

（ 離島の場合 3/4）   

無線通信事業者が１ 社参画

し 事業を実施する 場合 

補助対象経費の 1/2 

（ 離島の場合 3/5）   

伝送路

施設設

置事業 

 補助対象経費の 1/2 

（ 離島の場合 3/4）   

 

 

 

無線シス テ

ム普及支援

事業費等補

助金交付要

綱 

 

情報政

策課 

 

  

実負担額

又は標準

負担額の

う ちいず

れか少な

い額に

0. 5 を乗

じ て得た

額が特別

交付税の

基礎数値

と なる 。  

民
放
ラ
ジ
オ
放
送
難
聴
解
消
施
設 

 

無線シス

テム普及

支援事業 

（ 民放ラ

ジオ難聴

解消支援

事業）  

市
町
村 

 

平時や災害時において、

国民に対する 放送によ る

迅速かつ適切な情報提供

手段を確保する ため、  

難聴解消のための中継局

整備事業に対する 補助 

 

国直 

 

補助率は

事業によ

り 異な

る 。  

（ 説明欄

参照）  

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

 

  

＜対象事業＞ 

 ア 都市型難聴対策事業 

   建築物その他の工作物によ る 遮へいによ る 電界強度の低下又

は電気雑音の影響等によ り 地上ラ ジオ放送の受信の障害が発生

し ている 地域において、 当該地域に対し て行う 放送の受信を可

能と する ための施設又は設備の整備 

 イ  外国波混信対策事業 

   日本国外から の電波の影響によ り 地上ラ ジオ放送の受信の障

害が発生し ている 地域において、 当該地域に対し て行う 放送の

受信を可能と する ための施設又は設備の整備 

 ウ  地理的・ 地形的難聴対策事業 

山間地その他の地形的条件又は自然的条件の特殊性によ り 他

の電波の影響によ る 地上ラ ジオ放送の受信が困難な地域におい

て、 当該地域に対し て行う 放送の受信を可能と する ための施設

又は設備の整備 

 

＜補助率＞ 

事業 補助率 

都市型難聴対策事業 対象経費の 1/2 

外国波混信対策事業 対象経費の 2/3 

地理的・ 地形的難聴対策事業 対象経費の 2/3 
 

 

無線システ

ム普及支援

事業費等補

助金交付要

綱 

 

情報政

策課 

 

  

実負担額

又は標準

負担額の

う ちいず

れか少な

い額に

0. 5 を乗

じ て得た

額が特別

交付税の

基礎数値

と なる 。  

超
高
速
ブ
ロ
�
ド
バ
ン
ド
基
盤
施
設 

 

無線シス

テム普及

支援事業 

（ 高度無

線環境整

備推進事

業）  

  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合
・
第
三
セ
ク
タ
� 

 

5G・ I oT等の高度無線環

境の実現には、 高速・ 大

容量無線局の前提と なる

伝送路設備等が必要なた

め、 光ファ イ バ等の伝送

路を整備する 事業等に対

する 補助 

 

国直 

 

補助率は

事業主体

の区分に

よ り 異な

る 。（ 説明

欄参照）  

 

 

 

 

 

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

 

 

 

 

＜対象地域＞ 

 地理的に条件不利な地域（ 過疎地、 辺地、 離島、 山村、 特定農山

村）  

 

＜対象事業＞ 

伝送用専用線設備整備事業 

市町村、一部事務組合若し く は広域連合又は第三セク タ ーが整

備主体と なって、 直接伝送用専用線設備の整備を行う も の 

  

＜補助率＞ 

区分 補助率 ※ 

財政力指数 0. 5 未満の市町村等 
対象経費の 1/2 

（ 離島の場合 4/5）  

財政力指数 0. 5 以上の市町村等 
対象経費の 1/3 

（ 離島の場合 4/5）  

第三セク タ ー 
対象経費の 3/4 

（ 離島の場合 4/5）  

 

※ 伝送用専用線の一部ま たは全部を埋設する 場合や海底ケー

ブルの敷設を伴わない場合などは異なる 補助率と なる 。  

 

無線シス テ

ム普及支援

事業費等補

助金交付要

綱 

 

 

情報政

策課 

  

本事業と

併せて電

気通信事

業者等の

光ファ イ

バの整備

に対し て

補助を行

う 場合、

当該地方

負担額に

0. 5 を乗

じ 、 さ ら

に財政力

補正係数

を乗じ て

得た額が

特別交付

税の基礎

数値と な

る 。  
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施

設

名 

 

 

事 業 名 
事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘要 

放
送
ネ
�
ト
ワ
�
ク
施
設 

 

放送ネッ

ト ワ ーク

整備支援

事業（  

地上基幹

放送ネッ

ト ワ ーク

整備事業）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合
・
第
三
セ
ク
タ
� 

 

放送網の遮断の回避等と

いった防災上の観点か

ら 、 放送局の予備送信所

設備、 災害対策補完送信

所等、 緊急地震速報設備

等の整備事業に対する 補

助 

 

国直 

 

対象経費

の 1/2 

 

（ 第三セ

ク タ ーが

事業主体

である 場

合は 1/3） 

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜対象事業＞ 

 市町村、 一部事務組合、 広域連合又は第三セク タ ーが所有し 、 災

害発生時に地域において重要な情報伝達手段と なる 放送ネッ ト ワ ー

ク について、 放送停波によ る 情報遮断の回避と いった防災上の観点

から 実施する 以下の事業 

 ア 予備送信所の整備又は自然災害の影響を回避する こ と を目的

と し た送信所の移転又は補完送信所の整備 

 イ  予備放送設備の整備又は自然災害に関する 迅速かつ確実な情

報提供を行う ための設備の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放送ネッ ト

ワ ーク 整備

支援事業費

補助金交付

要綱 

 

情報政

策課 

 

 

放送ネッ

ト ワ ーク

整備支援

事業（ 地域

ケーブル

テレビネ

ッ ト ワ ー

ク 整備事

業）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合
・
第
三
セ
ク
タ
�
・
承
継
事
業
者 

 

放送・ 通信網の遮断の回

避等と いった防災上の観

点から 、 ケーブルテレビ

幹線の 2 ルート 化等の整

備事業及び条件不利地域

における 老朽化し た既存

幹線を同時に更改する 事

業に対する 補助 

 

国直 

 

対象経費

の 1/2 

 

（ 第三セ

ク タ ーが

事業主体

である 場

合は 1/3） 

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

 

  

＜対象事業＞ 

 市町村、 一部事務組合、 広域連合又は第三セク タ ーが所有し 、 災

害発生時に地域において重要な情報伝達手段と なる 放送・ 通信ネッ

ト ワ ーク について、 放送・ 通信網切断によ る 情報遮断の回避と いっ

た防災上の観点から 行う 次の事業 

 ア 有線網切断が想定さ れる 箇所等のループ化・ 複線化・ 一部無

線化や、 監視制御機能の強化に係る 設備の整備を行う 事業 

 イ  離島、 辺地、 山村、 特定農山村又は過疎地域を含む地域にお

いて、 有線網切断が想定さ れる 箇所等のループ化、 複線化又は

一部無線化と 同時に行う 、 老朽化し た既設の有線網の更改を行

う 事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

放送ネッ ト

ワ ーク 整備

支援事業費

補助金交付

要綱 

 

情報政

策課 

 

 

放送ネッ

ト ワ ーク

整備支援

事業（ ケー

ブルテレ

ビネッ ト

ワ ーク 光

化等によ

る 耐災害

性強化事

業）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合
・
第
三
セ
ク
タ
�
・
承
継
事
業
者 

 

ケーブルテレビ網を通じ

て地域における 災害時等

の確実かつ安定的な情報

伝達を確保し 、 耐災害性

の強化を図る と と も に、

超高精細度映像（ 4Ｋ ・ 8

Ｋ ） の視聴環境の構築を

目的と し た、 条件不利地

域における ケーブルテレ

ビ網の光化等の整備事業

に対する 補助 

 

国直 

 

補助率は

区分によ

り 異な

る 。（ 説明

欄参照）  

 

 

 

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

 

 

 

 

＜対象団体＞ 

 次の要件を全て満たす団体 

 ① ケーブルテレ ビが地域防災計画に位置付けら れている  

 ② 条件不利地域（ 離島、 辺地、 山村、 特定農山村又は過疎地域）

を有する  

 ③ 財政力指数が 0. 8 以下の市町村その他特に必要と 認める 地域

である  

 

＜対象事業＞ 

 市町村、 一部事務組合、 広域連合又は第三セク タ ーの所有する ケ

ーブルテレビネッ ト ワーク について、 地域における 災害時等の確実

かつ安定的な情報伝達を確保し 、 耐災害性の強化を図る と と も に、

超高精細度映像の視聴環境の構築に資する 観点から 、 上記対象団体

の要件をいずれも 満たす地域においてネッ ト ワ ーク の光化及び送受

信設備等の整備を行う 事業 

 

＜補助率＞ 

区分 補助率 

ケーブル

テレビネ

ッ ト ワ ー

ク の光化

及び送受

信設備等

の整備 

市町村 

一部事務組合 

広域連合 

上記の承継事

業者 

整備エリ ア 

市町村財政力指数 

0. 5 以下 

対象経費

の 1/2 

整備エリ ア 

市町村財政力指数 

0. 5 超 0. 8 以下 

対象経費

の 1/3 

第三セク タ ー 

上記の承継事

業者 

整備エリ ア 

市町村財政力指数 

0. 8 以下 

対象経費

の 1/3 

 

 異なる 補助率のエリ アを整備する 場合は、 実態に即し た按分を実

施 

 

放送ネッ ト

ワ ーク 整備

支援事業費

補助金交付

要綱 

 

情報政

策課 

 

 

無線シス

テム普及

支援事業 

（ 地上基

幹放送等

に関する

耐災害性

強化支援

事業）  

市
町
村 

 

大規模な自然災害時にお

いて、 現用の放送局から

の放送を継続さ せ、 周波

数の有効利用を図る た

め、 地上基幹放送の放送

局の耐災害性強化を図る

事業に対する 補助 

 

国直 

 

対象経費

の 1/2 

（ 受信障

害対策用

中継局に

係る 事業

を実施す

る 場合に

おいて、

条件不利

地域かつ

財政力指

数 0. 5 以

下の市町

村が事業

主体と な

る 場合は

2/3）  

  

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

75％ 

     

  

＜対象事業＞ 

 大規模な自然災害が発生し た場合においても 、 地上基幹放送等の

業務に用いら れる 電気通信設備の損壊又は故障によ り 当該業務に著

し い支障を及ぼさ ないよ う にする こ と を目的と し て放送設備等を整

備する 事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無線シス テ

ム普及支援

事業費等補

助金交付要

綱 

 

情報政

策課 
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

消
防
防
災
施
設 

 

消防防災

施設整備

費補助金 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

次の消防防災施設の整備 

 

・ 耐震性貯水槽 

・ 備蓄倉庫（ 地域防災拠

点施設）  

・ 防火水槽（ 林野分）  

・ 救助活動等拠点施設等 

・ 活動火山対策避難施設 

・ 画像伝送システム 

・ 広域訓練拠点施設 

・ 救急安心センタ ー 

・ 高機能消防指令センタ   

 ー 

 

国直 

 

補助率は

施設及び

型（ 級）

によ り 異

なる 。  

（ 説明欄

参照）  

 

 

 

 

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

（ 消防庁

舎の整備

の場合は 

<充当率> 

75％）  

 

  

 

補助対象施設の基準額が、 当該施設の整備に要する 経費を超える

場合においては、 当該施設の整備に要する 経費をも って基準額と す

る 。  

 

注）  

１  備蓄倉庫（ 地域防災拠点施設） において、 地震防災対策特別措 

置法（ 平成 7 年法律第 111 号） 第２ 条の地震防災緊急事業五箇年 

計画に掲げる 施設にあっては 1/2 以内。  

２  防火水槽（ 林野分） において、 離島振興法（ 昭和 28 年法律第 

72 号） 第４ 条の離島振興計画に掲げる 施設、 奄美群島振興開発特 

別措置法（ 昭和 29 年法律第 189 号） 第５ 条の振興開発計画に掲げ 

る 施設、 山村振興法（ 昭和 40 年法律第 64 号） 第８ 条の山村振興 

計画（ 財政力指数が 0. 44 以下である 市町村の計画に限る 。） に掲 

げる 施設、 小笠原諸島振興開発特別措置法（ 昭和 44 年法律第 79 

号） 第６ 条の振興開発計画に掲げる 施設、沖縄振興特別措置法（ 平 

成 14 年法律第 14 号） 第４ 条の沖縄振興計画に掲げる 施設、 過疎

地域の持続的発展の支援に関する 特別措置法（ 令和３ 年法律第

137 号） 第 8 条の過疎地域持続的発展市町村計画に掲げる 施設に

あっては 5. 5/10 以内。  

３  防火水槽（ 林野分） において、 地震防災対策強化地域における  

地震対策緊急整備事業に係る 国の財政上の特別措置に関する 法律 

（ 昭和 55 年法律第 63 号） 第２ 条の地震対策緊急整備事業計画に 

掲げる 施設にあっては 1/2 以内。  

４  救助活動等拠点施設等において、山村振興法（ 昭和 40 年法律第 

64 号） 第８ 条の山村振興計画（ 財政力指数が 0. 44 以下である 市 

町村の計画に限る 。） に掲げる 施設（ 林野火災用活動拠点広場に限 

る 。） にあっては 5. 5/10 以内。  

５  活動火山対策避難施設において、 活動火山対策特別措置法（ 昭

和 48 年法律第 61 号） 第 14 条の避難施設緊急整備計画に掲げる 施

設にあっては 1/2 以内。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消防防災施

設整備費補

助金交付要

綱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対

策課 

消防保

安課 

補助率

40 ㎥型 7, 993

60 ㎥型 13, 794 
100 ㎥型 21, 678 
200 ㎥型 43, 436

＋17, 424( ※)

※200 ㎥を超える

部分の 100 ㎥毎の

基準額

地上設置 40 ㎥型 10, 606 
地上設置 60 ㎥型 19, 327 
地上設置 100 ㎥型 28, 431 
飲料水兼用 40 ㎥型 42, 211

飲料水兼用 60 ㎥型 61, 205

飲料水兼用 100 ㎥型 68, 952

飲料水兼用 1, 500 ㎥型 356, 048

飲料水兼用地上設置 40 ㎥型 55, 294

飲料水兼用地上設置 60 ㎥型 62, 144 
飲料水兼用地上設置 100 ㎥型 82, 396 

166
( 1 ㎡当たり の

基準額）  
1/3 以内

( 1/2 以内)  

有蓋 3, 505

無蓋 2, 878

無底 2, 878

ヘリ コ プタ ー離着陸場 55, 077 
資機材保管等施設 22, 759 
空中消火等資機材 11, 550

自家給油施設 51, 150 
合計  
退避壕 補助対象経費

退避舎 補助対象経費

ヘリ コ プタ ー離着陸用広場 補助対象経費

消防本部地球局施設 26, 790  

消防用高所監視施設 86, 504

305, 556 
救急安心センタ ー整備事業 10, 476

救急医療情報収集装置 1, 572

〔 備考］  耐震性貯水槽（ 飲料水兼用 40 ㎥型・ 60 ㎥型・ 100 ㎥型、 飲料
水兼用地上設置 40 ㎥型・ 60 ㎥型・ 100 ㎥型に限る 。 ） に緊急
遮断装置を設けない場合の補助基準額は、 上記の補助基準
額から 7, 139 千円を控除し た額と する 。

補助対象施設及び型（ 級）

1/3 以内
救急安心セン 
タ ー等整備事 
業 

300 ㎥型以上 

1/2 以内

1/3 以内
( 5. 5/10 以内)

広域訓練拠点施設

1/2 以内

画像伝送シス
テム( 施設分)

活動火山対策
避難施設 

救助活動等拠 
点施設等 

1/3 以内
( 1/2 以内)  

1/3 以内
( 1/2 以内)  

( 5. 5/10 以内)

耐震性 
貯水槽 

備蓄倉庫（ 地域防災拠点施設）

防火水槽 
( 林野分)  

基準額 

（ 千円）  

43, 436 

<次ページへ続く > 
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施

設

名 

事 業 名 

事
業
主
体 

事 業 内 容 
国 庫 

補 助 金 

 

県補助金 

他 
地 方 債 

交 付 税

措 置 
説 明 根拠法令等 摘 要 

 

消
防
防
災
施
設 

 

 

消防防災

施設整備

費補助金 

 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

      

（ 高機能消防指令センタ ー総合整備事業）  

装置の種類 
基準額（ 千円）  

離島型 Ⅱ型 Ⅲ型 

１  指令装置 

⑴ 指令台 

⑵ 自動出動指定装置 

 ア 制御処理装置 

 イ  ディ スプレ イ  

⑶ 地図等検索装置 

 ア 地図等検索装置 

 イ  地図用ディ スプレイ  

⑷ 長時間録音装置 

⑸ 非常用指令設備 

⑹ 指令制御装置 

⑺ 携帯電話・ I P 電話 

受信転送装置 

⑻ プリ ンタ  

⑼ カラ ープリ ンタ  

⑽ スキャ ナ 

⑾ 署所端末 

82, 384 122, 678 182, 115 

２  指揮台 － 5, 813 5, 813 

３  表示盤 

⑴ 車両運用表示盤 

⑵ 支援情報表示盤 

⑶ 多目的情報表示装置 

13, 086 19, 164 38, 851 

４  無線統制台 4, 489 5, 145 8, 968 

５  指令電送装置 

⑴ 指令情報送信装置 

⑵ 指令情報出力装置 

6, 421 12, 141 29, 301 

６  気象情報収集装置 6, 393 6, 393 6, 393 

７  災害状況等自動案内 

装置 
505 505 505 

８  順次指令装置 1, 404 1, 404 1, 404 

９  音声合成装置 5, 505 5, 505 6, 899 

10 出動車両運用管理装置 

⑴ 管理装置 

⑵ 車両運用端末装置 

⑶ 車外設定端末装置 

29, 907 48, 696 238, 238 

11 システム監視装置 1, 362 1, 362 1, 362 

12 電源設備 

⑴ 無停電電源装置 

⑵ 直流電源装置( 12V系)  

⑶ 直流電源装置( 48V系)  

⑷ 非常用発動発電機 

⑸ 非常用発動発電機 

( 署所用)  

26, 342 45, 985 95, 942 

13  統合型位置情報通知装  

  置  
16, 500 16, 500 18, 150 

14 位置情報通知装置 11, 000 11, 000 16, 500 

15 消防用高所監視施設 86, 504 86, 504 86, 504 

 

補助対象施設の基準額が、 当該施設の整備に要する 経費を超える

場合においては、 当該施設の整備に要する 経費をも って基準額と す

る 。  

補助率は上記基準額の 1/3 以内。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
<前ページから の続き > 

― 5 ―



 

施

設

名 

事 業 名 

事
業
主
体 

事 業 内 容 
国 庫 

補 助 金 

 

県補助金 

他 
地 方 債 

交 付 税

措 置 
説 明 根拠法令等 摘 要 

消
防
防
災
施
設 

 

南海ト ラ

フ 地震等

対策事業

費補助金 

市
町
村 

 

市町村が早急に対処し な

ければなら ない地震防災

対策事業 

 

 

 

県単 

 

基準額の 

1/2～ 

1/3 以内 

 

一般単独

（ 一般）  

事業 

<充当率> 

90％ 

 

 

 

 

 

 

 

補助事業 
基準額 

（ 千円）  

ラ イ フラ イ

ン確保事業 

代替水源等確保事業 
 

 

 

 

 

25, 000 

ト イ レ等整備・ 確保事業 

帰宅困難

者・ 滞留者等

対策事業 

帰宅困難者・ 滞留者等受入用資機

材整備事業 

備蓄食料等強化対策事業 

離島・ 孤立集

落対策事業 

情報連絡手段確保事業 

ヘリ スポッ ト 整備事業 

被災者支援資機材整備事業 

 

 

 

津波災害警

戒区域避難

誘導支援事

業 

 

 

 

浸水・ 津波避難施設整備事業 

津波避難施設 

30, 000 

その他 

10, 000 

（ １ 市町村当

たり ）  

浸水・ 津波ハザード マッ プ作成事

業 

3, 000 

（ １ 市町村当

たり ）  

浸水・ 津波避難計画策定事業 
3, 000 

（ １ 市町村当

たり ）  

災 害 対 応 Ｄ

Ｘ 化 推 進 事

業 

災害応急対策等Ｄ Ｘ 化推進事業 

3, 500 

（ １ 市町村当

たり ）  

防災教育・ 啓発Ｄ Ｘ 化推進事業 

3, 500 

（ １ 市町村当

たり ）  

建物被害軽

減対策事業 

避難所機能向上事業  

 

 

 

40, 000 

( １ 市町村当

たり )  

消防団拠点施設（ 詰所） 整備事業 

初期消火確保・ 延焼防止事業 

地 域 防 災 力

強化事業 

避難誘導支援事業 

民間防災力強化育成事業 

消防団活動支援事業 

防災訓練実施事業 

受援体制整備事業 

災 害 時 要 配

慮 者 対 策 事

業 

災害時要配慮者家具転倒防止支

援事業 

災害時要配慮者避難生活支援事

業 

医療的ケア措置事業 

 

ただし 、 交付申請時における 補助事業の内容ごと の事業費が補助

基準額を下回る 場合は、 当該事業費の千円未満の端数を切り 捨てた

額を補助基準額（ 補助対象事業費） と する 。  

 

補助金交付は市町村単位と し 、 複数の事業を実施する 市町村につ

いても 一つの交付単位と みなす。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南海ト ラ フ

地震等対策

事業費補助

金交付要綱 

 

災害対

策課 

 

防災対策

事業 

<充当率> 

75％ 

（ デジタ

ル化関連

事業等、

浸水想定

等区域移

転事業、

公共施設

等耐震化

事業

90％）  

 

防災基盤

整備事業 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入

（ デジタ

ル化関連

事業等、

浸水想定

等区域移

転事業、

公共施設

等耐震化

事業につ

いては、

元利償還

金の 50％

を基準財

政需要額

に算入）  

 

緊急防

災・ 減災

事業 

<充当率> 

100％ 

 

 

元利償還

金の 70％

を基準財

政需要額

に算入 
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施

設

名 

事 業 名 

事
業
主
体 

事 業 内 容 
国 庫 

補 助 金 

 

県補助金 

他 
地 方 債 

交 付 税

措 置 
説 明 根拠法令等 摘 要 

緊
急
消
防
援
助
隊
設
備 

 

緊急消防

援助隊設

備整備費

補助金 

 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
等 

 

次の緊急消防援助隊の設

備の整備 

 

・ 消防用自動車 

・ 航空機 

・ 消防艇 

・ 消防用資機材 

・ 消防に関する 情報通信

を行う ための施設 

 

国直 

 

基準額の

1/2 

 

 

 

 

 

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の基準額が、 当該施設の整備に要する 経費を超える 場合にお 

いては、 当該施設の整備に要する 経費をも って基準額と する 。  

区分 施設の種類 
基準額 

（ 千円）  

消
防
用
自
動
車 

消防ポン プ

自動車 

災害対応特殊消防

ポンプ自動車 

Ｃ Ｄ －Ⅱ型 37, 873 

Ｃ Ｄ －Ⅰ型 30, 058  

災害対応特殊水槽

付消防ポンプ自動

車 

Ⅱ型 42, 693  

Ⅰ－Ｂ 型 38, 379  

Ⅰ－Ａ 型 36, 032  

災害対応特殊化学

消防ポンプ自動車 

Ⅴ型 103, 241  

Ⅳ型 85, 949  

Ⅲ型 82, 556  

Ⅱ型 46, 613  

Ⅰ型 45, 390 

大Ⅱ型 144, 010  

大Ⅰ型 102, 195  

救助工作車 救助工作車 

Ⅳ型 51, 913  

Ⅲ型 72, 339  

Ⅱ型 65, 166  

救急自動車 災害対応特殊救急自動車 20, 816  

そ の他の消

防用自動車 

災害対応特殊はし

ご付消防ポンプ自

動車 

38ｍ級 160, 860  

30ｍ級 112, 898  

24ｍ級 103, 526  

18ｍ級 83, 351  

15ｍ級 74, 381  

災害対応特殊屈折はし ご付 

消防ポンプ自動車 
87, 619  

災害対応特殊高発泡車 16, 148  

災害対応特殊大型高所放水車 86, 030  

災害対応特殊泡原液搬送車 21, 765  

特殊災害対応自動車 104, 446  

支援車 

Ⅰ型 39, 677  

Ⅱ型 36, 339  

Ⅲ型 12, 291  

Ⅳ型 8, 920  

海水利用型消防水利シス テム 133, 825  

災害対応特殊小型動力ポンプ付 

水槽車 
37, 557  

消防活動二輪車 2, 362  

航空機 救助消防ヘリ コ プタ ー 1, 086, 669 

消防艇 
広域応援対

応型消防艇 

60ｔ 級を超える も の 
消防庁長官

が定める 額 

60ｔ 級 248, 478 

30ｔ 級 175, 192 

消

防

用

資

機

材 

救助用資機材 

救助用資機材 27, 484 

高度救助用資機材 26, 534 

高度探査装置 73, 904 

救急用資機材 
高度救命処置用資機材 9, 347 

搬送用アイ ソ レータ ー装置 1, 500 

その他の消防

用資機材 

緊急消防援助隊用支援資機材等 4, 101 

テロ 対策用特殊救助資機材 28, 872 

検知型遠隔探査装置 11, 126 

海水利用型消防水利シス テム用資

機材 
86, 397 

ヘリ コ プタ ー高度化資機材 110, 000 

ヘリ コ プタ ー消火用タ ンク  31, 428 

ヘリ コ プタ ー用衛星電話 14, 353 

消

防

に

関

す

る

情

報

通

信

を

行

う

た

め

の

施

設 

消防救急デジ

タ ル無線設備 

管轄面積が2, 000㎢以上又は管轄

人口が70万人以上 

消防庁長官

が定める 額 

管轄面積 管轄人口   

1, 500 ㎢以上

2, 000 ㎢未満 

30 万人以上 70 万

人未満 
911, 428 

10 万人以上 30 万

人未満 
691, 428 

10 万人未満 660, 000 

1, 000 ㎢以上

1, 500 ㎢未満 

30 万人以上 70 万

人未満 
660, 000 

10 万人以上 30 万

人未満 
534, 285 

10 万人未満 502, 857 

500 ㎢以上

1, 000 ㎢未満 

30 万人以上 70 万

人未満 
502, 857 

10 万人以上 30 万

人未満 
377, 143 

10 万人未満 314, 285 

250 ㎢以上 

500 ㎢未満 

30 万人以上 70 万

人未満 
408, 572 

10 万人以上 30 万

人未満 
251, 428 

10 万人未満 220, 000 

250 ㎢未満 

30 万人以上 70 万

人未満 
282, 857 

10 万人以上 30 万

人未満 
157, 143 

10 万人未満 125, 715 

その他の消防

に関する 情報

通信を行う た

めの施設 

ヘリ コ プタ ー

テレ ビ電送シ

ステム 

機上設備 73, 513 

地上設備 157, 487 

 

緊急消防援

助隊設備整

備費補助金

交付要綱 

 

国が行う 補

助の対象と

なる 緊急消

防援助隊の

施設の基準

額 

 

消防保

安課 
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事

業

主

体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘要 

そ
の
他 

 

地域経済

循環の創

造 

（ 地域資

源活用事

業）  

市
町
村 

 

自立し た力強い地域経済

循環を創造する ための基

盤整備 

 

 

 

 

 

 

地域活性

化事業 

<充当率> 

90％ 

 

※事業計

画等を市

町村課地

域振興室

に提出し

ている 事

業である

こ と 。  

 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

 

＜対象事業＞ 

ア ベンチャ ー支援、 創業支援のための拠点支援、 サテラ イ ト オ

フィ ス誘致支援施設、 貸工場等の整備 

イ  農林水産業や伝統的地場産業の活性化のための加工場、直販

施設等の整備 

ウ  地域の観光資源を活用し 、観光客の誘致等を図る ための施設

等の整備 

エ 水質・ 土壌汚染対策等産学官共同研究施設や地域の資源を活

用し た先端科学技術の研究開発のための施設等の整備 

 

 

地方債同意

等基準運用

要綱別紙２  

１ ( 1) ア 

 

市町村

課地域

振興室 

 

 

地域経済

循環の創

造 

（ 地域情

報通信基

盤整備事

業）  

市
町
村 

 

自立し た力強い地域経済

循環を創造する ための基

盤整備 

 

   

地域活性

化事業 

<充当率> 

90％ 

 

※事業計

画等を市

町村課地

域振興室

に提出し

ている 事

業である

こ と 。  

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

 

＜対象事業＞ 

ア 公共施設等を接続する ネッ ト ワ ーク の整備（ 庁内Ｌ Ａ Ｎを除

く 。）  

イ  過疎地域や民間事業者によ る 整備が見込めない地域等に該

当する 市町村で実施する 、 デジタ ル加入者回線設備の整備、 衛

星通信施設の整備、 光ファ イ バの新設や高度化を伴う 更新、 ケ

ーブルテレビネッ ト ワーク の光化や光ファ イ バの高度化を伴

う 更新、 並びに無線アク セス設備の整備 

ウ  地上放送のデジタ ル化に対応する ための辺地共聴施設の改

造事業 

エ 地域衛星通信ネッ ト ワ ーク 施設の整備 

オ 地域住民への研修や地域の情報発信等の拠点の整備 

カ 電子申請等の住民サービス 業務及び住民サービス 業務と 連

携し た業務を複数の地方公共団体が共同し て推進する ための

共同処理センタ ーの整備 

 

 

地方債同意

等基準運用

要綱別紙２  

１ ( 1) イ  

 

市町村

課地域

振興室 

 

 

地域経済

循環の創

造 

（ 自然再

生・ 地球温

暖化対策

事業）  

市
町
村 

 

自立し た力強い地域経済

循環を創造する ための基

盤整備 

 

   

地域活性

化事業 

<充当率> 

90％ 

 

※事業計

画等を市

町村課地

域振興室

に提出し

ている 事

業である

こ と 。  

 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

 

＜対象事業＞ 

ア 藻場・ 干潟やビオト ープ（ 生物の生息空間）、 それら をつな

ぐ 緑道等の形成・ 保全 

イ  原則全般的に地域木材を利用し た施設の整備 

ウ  都市緑化のための植樹、 植栽等 

 ※「 令和４ 年度地方債同意等基準運用要綱」 別紙２ の( 1) のウ

の( ｲ) に定める 「 分散型エネルギー（ 太陽光、 バイ オマス、 ガ

スコ ジェ ネレ ーショ ン等） を活用し た施設の整備（ 売電を主た

る 目的と する 場合を除く 。） や高効率照明機器の整備」、 ( ｳ) に

定める 「 施設の省エネルギー改修」 及び( ｴ) に定める 「 低公害

車の導入」のう ち、脱炭素化推進事業の対象と なる も のを除き 、

令和４ 年度ま でに実施設計に着手し た事業については引き 続

き 本事業の対象と する も のと する 。  

 

地方債同意

等基準運用

要綱別紙２  

１ ( 1) ウ  

 

市町村

課地域

振興室 

 

 

地域経済

循環の創

造 

（ 国土保

全対策事

業）  

市
町
村 

 

自立し た力強い地域経済

循環を創造する ための基

盤整備 

 

   

地域活性

化事業 

<充当率> 

90％ 

 

※事業計

画等を市

町村課地

域振興室

に提出し

ている 事

業である

こ と 。  

 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

 

＜対象事業＞ 

ア 地球環境保全の見地から 保全・ 活用を図る 森林の取得及び作

業場・ 林道等施設の整備 

イ  公益的機能別施業森林区域と し て定めら れた森林及び民有林

の保安林の取得 

ウ  小規模農地・ 農道等の整備 

エ 耕作放棄地、 荒廃林地及び棚田の取得及び整備 

オ 交流施設（ 花畑、 園地、 体験農場等）、 就農希望者等に対す

る 研修施設及び農林産物の試験研究等の施設の整備 

カ 景観保全の見地から 行う 水車小屋、 井戸等の取得及び整備 

 

 

地方債同意

等基準運用

要綱別紙２  

１ ( 1) エ 

 

市町村

課地域

振興室 

 

 

人材力の

活性化 

市
町
村 

 

地方への移住者・ 定住者、

地場産業の後継者など 、

地域を支える 人材の育成

及び確保を図る ための施

設の整備 

 

   

地域活性

化事業 

<充当率> 

90％ 

 

※事業計

画等を市

町村課地

域振興室

に提出し

ている 事

業である

こ と 。  

 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

 

＜対象事業＞ 

ア Ｕタ ーン等によ る 地方移住者・ 定住者向け貸付住宅の整備 

イ  地場産業後継者の育成・ 支援施設等の整備 

ウ  ＮＰ Ｏ サポート センタ ー、ボラ ンティ ア支援センタ ー等の共

生社会を支える 市民活動支援のための施設の整備 

エ 地域貢献・ 地域連携を主たる 目的と する 公立大学、 公立短期

大学及び公立高等専門学校の施設（ 産学連携拠点施設、 サテラ

イ ト キャ ンパス、 地域交流拠点施設、 地域連携センタ ー等） の

整備 

 

地方債同意

等基準運用

要綱別紙２  

１ ( 2)  

 

市町村

課地域

振興室 

 

 

地域の歴

史文化資

産の活用 

市
町
村 

 

地域主導によ る 歴史文化

資産の保存・ 活用を図る

ための施設等の整備 

 

   

地域活性

化事業 

<充当率> 

90％ 

 

※事業計

画等を市

町村課地

域振興室

に提出し

ている 事

業である

こ と 。  

 

 

 

 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

 

＜対象事業＞ 

ア 地方指定文化財等、 国指定文化財等（ いずれも 建造物等又は

土地に限る 。） の取得、 保存及び周辺整備 

イ  住民が地域の歴史文化資産と ふれあう 場等の整備や歴史的

建造物・ 街並みの保存及び周辺整備等 

 

 

地方債同意

等基準運用

要綱別紙２  

１ ( 3)  

 

市町村

課地域

振興室 
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

そ
の
他 

 

一億総活

躍社会の

実現のた

めのいの

ちと 生活

を守る 安

心の確保 

市
町
村 

 

少子高齢化対策、 地域の

足の確保、 集落の再編対

策など、 地域住民のいの

ちと 生活を守り 安心を確

保する ために必要な基盤

整備 

 

   

地域活性

化事業 

<充当率> 

90％ 

 

※事業計

画等を市

町村課地

域振興室

に提出し

ている 事

業である

こ と 。  

 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

 

＜対象事業＞ 

ア リ ハビリ テーショ ン施設、看護師等養成所等の地域の少子高

齢化社会を支える 保健福祉施設の整備 

イ  地域住民が公共施設・ 医療機関・ タ ーミ ナル等へ移動する た

めの車両の導入 

ウ  集落移転事業、定住促進団地整備事業及び季節居住団地整備

事業に伴って必要と なる 生活環境施設の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方債同意

等基準運用

要綱別紙２  

１ ( 4)  

 

市町村

課地域

振興室 

 

 

連携中枢

都市圏構

想の推進 

市
町
村 

 

連携中枢都市圏形成に係

る 連携協約を 締結し 、 又

は連携中枢都市圏形成方

針を 策定し 、 連携中枢都

市圏ビジョ ン を策定し た

連携中枢都市及びその連

携市町村の当該ビジョ ン

に明確に位置付けら れて

いる 、「 圏域全体の経済成

長のけん引」、「 高次の都

市機能の集積・ 強化」 及

び「 圏域全体の生活関連

機能サービス の向上」 の

取組に真に必要な施設の

整備であって、 右記の要

件を全て満たす事業 

 

   

地域活性

化事業 

<充当率> 

90％ 

 

※事業計

画等を市

町村課地

域振興室

に提出し

ている 事

業である

こ と 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

 

＜事業要件＞ 

ア 連携中枢都市及び連携市町村が人口減少・ 少子高齢社会にお

いても 一定の圏域人口を有し 活力ある 社会経済を 維持する た

めの拠点形成事業 

( ｱ)  圏域全体の経済成長のけん引 

ａ  新技術等開発を支援する ための施設の整備 

ｂ  観光拠点施設の整備 

( ｲ)  高次の都市機能の集積・ 強化 

ａ  高度医療の提供に資する 施設の整備 

ｂ  アク セス拠点施設の整備 

ｃ  高等教育機関における 研究施設の整備 

  ( ｳ)  圏域全体の生活関連機能サービス の向上 

ａ  医療・ 福祉を確保する ための施設の整備 

ｂ  公共交通のネッ ト ワ ーク を形成する ための施設の整備 

ｃ  産業振興のための施設の整備 

イ  次に掲げる ( ｱ) から ( ｴ) までの要件の全てを満たすこ と 。  

  ( ｱ)  連携中枢都市圏ビジョ ンで設定さ れた KPI と 実施事業か

ら 期待でき る 効果が明確に結びつけら れる こ と 。  

  ( ｲ)  住民の生活実態やニーズに対応し て、 真に必要な都市機

能・ 生活機能である と 認めら れる こ と 。  

  ( ｳ)  連携中枢都市と 連携市町村の役割分担の考え方に沿って

設置・ 利用の在り 方が整理さ れている こ と 。  

  ( ｴ)  施設運営等についての見通し 及び効率的な運営の配慮が

十分になさ れている こ と 。  

 

＜特別交付税＞ 

 ・ 連携中枢都市については、「 圏域サービス の生活関連機能サービ

ス の向上」（ 上記事業要件のア( ｳ) の取組） に要する 経費が対象。 

 ・ 上限額等の詳細については、「 連携中枢都市圏構想推進のための

地方財政措置について」（ 平成 28 年 4 月 1 日付け総務省自治行政

局市町村課事務連絡） を参照のこ と 。  

 

 

 

地方債同意

等基準運用

要綱別紙２  

１ ( 5)  

 

市町村

課地域

振興室 

 

  

連携中枢

都市は一

般財源の

合計額に

0. 8 を乗

じ て得た

額（ 算式

によ る 措

置額の上

限額あ

り ）、 連携

市町村は

一般財源

の合計額

に 0. 8 を

乗じ て得

た額（ 上

限額

1, 800 万

円） が、

特別交付

税の基礎

数値と な

る 。  
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

そ
の
他 

 

定住自立

圏構想の

推進 

市
町
村 

 

定住自立圏形成協定を締

結し 、 又は定住自立圏形

成方針を策定し 、 定住自

立圏共生ビジョ ンを策定

し た中心市及びその近隣

市町村の当該ビジョ ンに

位置付けら れている 、「 医

療・ 福祉」、「 公共交通」

又は「 産業振興」 に係る

基幹的施設やネッ ト ワ ー

ク 形成に資する 施設等で

あっ て、 右記の要件の全

てを満たす事業 

 

 

 

 

 

 

地域活性

化事業 

<充当率> 

90％ 

 

※事業計

画等を市

町村課地

域振興室

に提出し

ている 事

業である

こ と 。  

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

 

＜事業要件＞ 

ア 中心市と 近隣市町村の役割分担の考え方に沿って設置・ 利用

の在り 方が整理さ れている こ と 。  

イ  施設運営についての見通し 及び効率的な運営の配慮が十分

になさ れている こ と 。  

 

＜特別交付税＞ 

 ・ 上限額等の詳細については、「 定住自立圏構想推進のための地方 

財政措置について」（ 平成 22 年 4 月 30 日付け総務省地域力創造 

グループ地域自立応援課事務連絡） を参照のこ と 。  

 

地方債同意

等基準運用

要綱別紙２  

１ ( 6)  

 

市町村

課地域

振興室 

 

 

  

中心市は

一般財源

の合計額

に 0. 8 を

乗じ て得

た額（ 算

式によ る

措置額の

上限額あ

り ）、 近隣

市町村は

一般財源

の合計額

に 0. 8 を

乗じ て得

た額（ 上

限額

1, 800 万

円） が、

特別交付

税の基礎

数値と な

る 。  

 

合併の円

滑化 

市
町
村 

 

市町村の合併の特例に関

する 法律の下で平成 22

年 4 月 1 日以降に合併し

た市町村等が行う 事業で

あっ て、 右記の要件の全

てを満たす事業 

   

地域活性

化事業 

<充当率> 

90％ 

 

※事業計

画等を市

町村課地

域振興室

に提出し

ている 事

業である

こ と 。  

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

 

＜事業要件＞ 

ア 平成 22 年 4 月 1 日以降に合併し た合併市町村が実施する 事 

 業又は合併関係市町村が連絡調整し て一体的に行う 事業 

イ  合併市町村基本計画に基づき 実施する 事業である こ と  

ウ  合併の円滑化のために必要不可欠な事業と し て行う 庁舎及 

び消防庁舎の統合・ 改修等並びに合併市町村相互間の電算シ 

ス テム及び防災行政無線等の統合整備等である こ と  

 

地方債同意

等基準運用

要綱別紙２  

１ ( 7)  

 

市町村

課地域

振興室 

 

 

中心市街

地再活性

化等特別

対策事業 

市
町
村 

 

市町村が実施する 中心市

街地の集客力を高める た

めの公共空間の整備 

 

 

 

 

 

一般単独

（ 一般）

事業 

<充当率> 

75％ 

 

 

元利償還

金の 30％

が特別交

付税の基

礎数値と

なる 。  

 

＜対象事業＞ 

中心市街地の活性化に関する 法律第9条第10項の規定に基づく 認

定を受けた基本計画に位置付けら れた次の事業 

ア 公共施設整備事業 

・ 集客力を高める 施設の整備 

・ 地域の産業の振興に資する 施設の整備 

・ 良好な都市・ 居住環境と 街並み景観の向上に資する 施設の 

整備 

・ 子育て支援や若者の居場所づく り に資する 施設の整備 

イ  助成事業 

一般住民の利用に供さ れる 公共施設の整備で、公共的団体が

行う も のに対する 市町村の助成事業 

 

中心市街地

の活性化に

関する 法律 

 

市町村

課地域

振興室 

 

 

 

山間市町

村振興資

金貸付金 

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合 

 

過疎地域又は離島を有

し 、 財政力が脆弱な市町

村等に対し 、 社会資本の

整備事業等に必要な資金

を貸し 付け、 山間市町村

の振興を図る と と も に、

山間市町村の行政水準の

向上及び住民福祉の増進

を図る こ と を目的と する

事業 

     

＜対象事業＞ 

地方債の発行が可能な事業のう ち、 次に掲げる 事業 

ア 山間市町村が行う 住民の日常的な移動のための交通手段の

確保、 地域医療の確保、 集落の維持及び活性化その他の住民

が将来にわたり 安全に安心し て暮ら すこ と のでき る 地域社会

の実現を図る ために必要と 認めら れる 事業 

イ  山間市町村が行う 公共施設の整備等に必要と なる 事業 

ウ  災害復旧事業 

エ その他特に知事が必要と 認める 事業 

 

＜貸付利率及び償還期限＞ 

対象事業 貸付利率 償還期限 

対象事業ア、

イ 及びエに該

当する 事業 

貸付決定日における 国

の地方債に係る 財政融

資資金（ 半年賦・ 固定金

利方式） のう ち貸付金の

償還期限及び据置期間

に対応する 貸付利率 

ただし 、当分の間 0. 01％

と する 。  

12 年以内（ う ち据置

期間 3 年以内）  

対象事業ウ に

該当する 事業 

同上 10 年以内（ う ち据置

期間 2 年以内） ただ

し 、農地等小災害復旧

事業及び災害対策事

業については 5 年以

内（ う ち据置期間 1 年

以内）  
 

 

愛知県山間

市町村振興

資金貸付要

綱 

 

市町村

課地域

振興室 
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施

設

名 

 

 

事 業 名 

事
業
主
体 

 

 

事 業 内 容 

 
 

国 庫 

補 助 金 

 

 

県補助金 

他 

 

 

地 方 債 

 

 

交 付 税

措 置 

 

 

説 明 

 

 

根拠法令等 

 

 

摘 要 

そ
の
他 

 

新し い地

方経済・ 生

活環境創

生交付金

（ 第２ 世

代交付金）  

市
町
村
・
一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合 

 

地方がそれぞれの特性に

応じ た発展を遂げる こ と

ができ る よ う 、 日本経済

成長の起爆剤と し ての大

規模な地方創生策を講ず

る ため、 地方公共団体の

自主性と 創意工夫に基づ

いた、 地方創生に資する

地域の独自の取組を支援 

 

国直 

 

事業費の

1/2 

 

  

イ ンフラ

整備事業

除く  

 

一般補助

施設整備

等事業 

<充当率> 

90％ 

※ハード

のみ 

 

元利償還

金の 30％

を基準財

政需要額

に算入 

 

 

市町村は、 以下の条件を満たす事業に成果目標（ KPI ） を設定し た

交付金実施計画を作成し て国に提出し 、 審査の上、 国から 毎年交付

を受ける 。  

【 申請時期】 年 2 回程度 

 

＜対象事業＞ 

 市町村が策定し た地方版総合戦略に位置付けら れた事業（ 地方経

済の創生、 生活環境の創生、 人や企業の地方分散）  

（ 例） 農林水産、 観光振興、 ロ ーカルイ ノ ベーショ ン、 日常生活

に不可欠なサービス の持続可能な提供、 小さ な拠点、 まち

づく り 、 若者雇用対策、 ワ ーク ラ イ フバラ ンスの実現、 生

涯活躍のまち、 移住促進・ 地方創生人材の確保・ 育成 

 

＜交付基準＞ 

 以下の先導性の視点を満たすこ と （ ①については申請の要件と し

て必ず含む必要があり 、 ②～⑦については申請の要件と はなら ない

が、 含ま れている こ と が望まし い）。 また、 成果目標（ KPI ） を設定

し 、 効果検証（ PDCA） を毎年実施する こ と 。  

  ① 自立性 

  ② 官民協働 

  ③ 地域間連携 

  ④ 政策・ 施策間連携 

  ⑤ デジタ ル社会の形成への寄与 

  ⑥ 事業推進主体の形成 

  ⑦ 地域社会を担う 人材の育成・ 確保 

 

ま た、「 地域の多様な主体の参画」 について、 少なく と も 中枢中核

都市は「 申請団体＋３ 者（ ※）」、 その他の市区町村は「 申請団体＋

２ 者（ ※）」 が事業ごと に参画する こ と を要件と する（ 申請団体にお

ける 既存の枠組みを活用する こ と も 可能と する ）。  

※異なる 区分の３ 者又は２ 者 

 

＜類型＞ 

１  ソ フト 事業（ 計画期間： 原則 3 年以内）  

新たな取組に向けた構想・ 企画段階、 具体化に向けた事業主

体の組成段階、 事業主体組成後の事業実施段階に要する 、 ソ フ

ト 事業を中心と し た経費を支援 

２  拠点整備事業（ 計画期間： 原則 3 年以内）  

地方創生の充実・ 強化に向けて効果の発現を期待でき る 、 建

築基準法の「 建築物」（ ＝「 土地に定着する 工作物のう ち、 屋

根及び柱若し く は壁を有する も の」） 及び「 建築物以外の施設

（ 設備整備・ 用地造成等）」 に該当する も のを支援 

３  イ ンフラ 整備事業（ 計画期間： 原則 5 年以内）  

公共事業関係費（ 治水、 治山、 海岸、 道路整備、 港湾整備、

空港整備等） を支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新し い地方

経済・ 生活

環境創生交

付金（ 第２

世代交付

金） 交付要

綱 

 

地方創

生課 

 

イ ンフラ

整備事業 

 

対象施設

に対応す

る 地方債 

 

各地方債

によ る  

  

 

※ソ フ ト

事業は、  

5 割が標

準的な経

費と し て

普通交付

税によ

り 、 残り

の 5 割に

ついて

は、 事業

費に応じ

て特別交

付税によ

り 措置 
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